
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 10¶648¶269 476¶202 84¶173 11¶040¶298 3¶678¶446 410¶557 2¶279 ` ` 7¶359¶572

構 築 物 1¶048¶183 25¶278 4¶573 1¶068¶888 646¶262 32¶227 958 ` ` 421¶668

工具器具備品 768¶593 ` 7¶111 761¶482 422¶021 102¶049 ` ` ` 339¶461

計 12¶465¶046 501¶481 95¶857 12¶870¶669 4¶746¶729 544¶834 3¶238 ` ` 8¶120¶702

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 投資有価証券及び有価証券 449¶760 450¶734 973

] 現金及び預金 1¶794¶287 1¶794¶287 `

^ 長期未払金 （256¶745） （255¶984） （�760）
_ 未払金 （1¶393¶770） （1¶395¶136） （1¶365）

(＊１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。

] 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。
長期未払金、並びに 未払金

（賃貸等不動産の時価等）
当法人は上富岡町地区、上条町地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借
対照表計上額、当期増減額及び時価は次の通りであります。

（単位：千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

1¶364¶838 � 41¶235 1¶323¶602 1¶223¶509

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注２) 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

取得等による増加（30周年記念学生宿舎） 3¶734千円
減価償却による減少（学生宿舎ほか３箇所） 44¶970千円

(注３) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人にて算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

また、賃貸不動産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次の通りであります。
（単位：千円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他
（売却損等）

41¶893
（40¶501）

44¶970 `

(注１) 損益外減価償却相当額については、内数として（ ）内に記載しております。
(注２) 当該賃貸不動産に係る管理業務費用については、実務上把握することが困難なため、賃貸

費用に計上しておりません。

^ 長期未払金、並びに_ 未払金
これらの時価の内、リース債務については元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しています。その他の時価につ
いては短期間で決済されるため、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。
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２．重要な非資金取引
現物寄附による固定資産の受入 157¶608千円
ファイナンス・リースによる資産の取得 325¶366千円

（国立大学法人等業務実施コスト計算書関係）
引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向職員に係るもの575千円を含み

ます。
（重要な債務負担行為）
翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為は337¶168千円であります。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

（金融商品の時価等）
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づ
き、国債のみを保有しており株式等は保有しておりません。
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